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本邦訳版発行に当たっての注記事項 

 

１．全般 

 (1)   本邦訳は、国際原子力機関（IAEA）で策定する IAEA 安全基準の利用

者の理解促進、知見活用のため、独立行政法人原子力安全基盤機構（以

下、｢機構｣という）が IAEA との契約行為に基づき発行するものである。 

(2)  翻訳文については、(1)項に示すとおり利用者の理解促進、IAEA 安全基

準の知見活用を目的としていることから、文法的な厳密さを追求すること

で難解な訳文となるものは、わかり易さを優先して、本来の意味を誤解す

ることのない範囲での意訳を行っている箇所もある。 

 (3)  本邦訳版は、機構のウェブサイトで公開されるほか、印刷物としても刊

行されるが、刊行後、誤記等の修正があった場合には、正誤表と合わせ

てウェブサイトにて改訂版を公開するものとする。 
 
２．責任 

(1)   本邦訳版は機構により作成されたものであるが、IAEA 又はその正規代

理人により配布された英語版を正式版とするものである。IAEA 安全基準

の原文の内容については、機構は一切の責任を負うものではない。 

(2)   機構は本図書の翻訳の完全性、正確性を期するものではあるが、これ

を保証するものではなく、また本図書の利用から直接又は間接的に生じ

る、いかなる損失又は損害、結果的に発生しうること等のいかなること

に対しても何らの責任を負うものではない。 
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翻訳版について 

 

(１) 翻訳の実施 

本翻訳は、独立行政法人原子力安全基盤機構（以下、｢機構｣という）との請

負契約により、財団法人・原子力安全研究協会に設置された国際安全基準調査

に係る専門委員会・設計分科会で策定された草案に基づき、機構に設置された

ＩＡＥＡ安全基準邦訳ワーキンググループで審議して作成したものである。 
 
(２) 翻訳用語について 

a) IAEA が発行している用語集（IAEA Safety Glossary 2007 Edition）では、

“nuclear facilities”は「その中で核物質が生産、処理、使用、取り扱い、

貯蔵又は処分される施設（付随する建物及び機器を含む）」と記載されてお

り、“nuclear installations”は、「核燃料加工プラント、原子炉（未臨界及

び臨界実験装置を含む）、研究炉、原子力発電所、使用済燃料貯蔵施設、濃

縮プラント又は再処理施設」と記載されている。本図書では、両者を区別

するために、前者は「原子力施設」、後者は「原子炉等施設」と訳すことと

した。 

b) 本安全基準のように立地に係る基準では、“siting”については「立地」と訳

し、“site evaluation”については｢立地評価｣と訳す。また、“site”について

は、計画・検討段階では「立地地点」と訳し、具体的な施設の在る所では

「敷地」と訳すこととした。 

c) “hazard”の訳については、単独で使用されている場合で、定性的な場合には

「危険性」、定量的な場合には「危険度」とし、”seismic hazard”等の様に熟

語で使用されている場合には「地震ハザード」のようにカタカナで「ハザ

ード」と訳すこととした。 
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IAEA（国際原子力機関）の安全関連出版物 
IAEA安全基準 

IAEAは、IAEA憲章の第Ⅲ条の規定によって電離放射線からの防護に関する安全基準を

制定すること、これらの基準を平和的な原子力活動に適用するために提供することが認

められている。 

IAEAが安全基準と対策を制定するための拠り所となる、規制に関連する出版物は、

IAEA安全基準シリーズとして発行される。このシリーズは、原子力安全、放射線安全、

輸送安全及び廃棄物安全に加えて、安全全般（４領域の２つ以上に関係するもの）を扱

っており、シリーズの中には安全原則、安全要件と安全指針が含まれる。 

安全原則（青字表紙）は、平和目的のための原子力開発と応用に際しての安全と防護の

基本的な目的、概念及び原則を示している。 

安全要件（赤字表紙）は、安全を確保するために満足しなければならない要求事項を定

めている。これらの要求事項は、「shall文（ねばならない）」で記述されており、

安全原則で述べられている目標と原則に律せられている。 

安全指針（緑字表紙）は、安全要件を満足するための活動、条件又は手続きを推奨して

いる。安全指針の推奨事項は、推奨された対策あるいは条件を満足するための他の同

等の対策を採る必要があるという意味合いで、「Should文（すべきである）」で表現

されている。 

IAEA安全基準は、加盟国を法的に拘束するものではないが、加盟各国がその活動に応

じてそれぞれの判断により、国の規制に取り入れるものである。IAEA自身の活動及び

IAEAによって支援された活動については、安全基準の適用が義務付けられている。 

IAEAの安全基準計画に関する情報（英語以外の言語による出版物を含む）は、IAEA

のインターネットサイト（www.iaea.org/ns/coordinet）で、あるいは、IAEA安全調整

課（オーストリア国ウィーン市A-1400、私書箱100）へ依頼することで入手できる。 

 

他の安全関連出版物 

IAEAは、憲章の第Ⅲ条及び第Ⅷ.C条の規定に基づき、原子力平和利用活動に関連した

情報の利用と情報交換を促進するとともに、平和目的のために、加盟国間の仲介者とし

ての活動を実施している。 

原子力活動の安全と防護に関する報告書が、情報資料として、他のシリーズ、特にIAEA

安全報告書シリ－ズとして発行されている。安全報告書は、好ましい行為について述べ

ており、安全要件を満足するために使用することができる実際の例と詳細な方法を提供

している。安全報告書は、要求事項を定めるものでも、推奨事項となるものでもない。 

安全に関連する市販出版物を含めこの他のIAEAシリーズには、技術報告書シリーズ、

放射線評価報告書シリーズおよびINSAGシリーズがある。IAEAは、また、放射線事故に

関する報告書や他の特別な有料の出版物を発行している。無料の安全関連出版物として

は、TECDOCシリーズ、暫定安全基準シリーズ、訓練コースシリーズ、IAEAサービスシリ

ーズと計算機マニュアルシリーズ並びに放射線安全実務マニュアル及び放射線技術実

務マニュアルが発行されている。 
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序文 
 

モハメド・エルバラダイ 
事務局長 

 
 

IAEA憲章に定める機能の一つは、平和を目的とした原子力エネルギーの開発及び応用にお

ける健康、生命及び財産の防護のための安全基準を制定又は採択し、これらの基準の、IAEA

自身の業務及び支援する業務への適用、当事者からの要請に応じての二国間或いは多国間の取

決めに基づく業務への適用、あるいは加盟国の要請に応じて原子力エネルギーの分野での加盟

国の活動への適用について定めることである。 

下記の諮問機関が安全基準の策定を監督する：安全基準諮問委員会（ACSS）；原子力安全基

準諮問委員会（NUSSAC）；放射線安全基準諮問委員会（RASSAC）；輸送安全基準諮問委員

会（TRANSSAC）；廃棄物安全基準諮問委員会（WASSAC）。これらの委員会は様々な加盟国

の代表により構成されている。 

最大限の国際的な合意を確保するため、安全基準は、（安全原則及び安全要件に関しては）

IAEA理事会によって又は（安全指針に関しては）事務局長を代行して出版委員会によって承

認される前に、すべての加盟国に提示され意見を求められる。 

IAEA安全基準は加盟国を法的に拘束するものではないが、自国の活動に関する国内法規で

準用するために、加盟国の裁量で採用することができる。この基準は、IAEAによる活動に関

してIAEAを、また、IAEAが支援する活動に関して加盟国を拘束する。原子力施設の立地、設

計、建設、試運転、運転又は廃止措置、又はその他の活動に対する支援を受けるためにIAEA

と協定を締結することを望む加盟国は、協定の対象となる活動に対応する安全基準に従うこと

を要求される。しかし、いかなる許認可手順においても、最終決定及び法的な責任は加盟国に

あることに留意すべきである。 

この安全基準は安全に対する不可欠な基本を定めているが、国内の実務と合致するように、

より詳しい要件の組入れが必要かもしれない。さらに、一般的に言って、ケース・バイ・ケー

スで専門家による評価が必要となる特殊な状況があるだろう。 

核分裂性物質及び放射性物質並びに原子力発電所全体の核物質防護については、概念的に適

宜言及されているが、詳しくは扱われていない。この点に関しての加盟国の義務は、IAEAの

後援の下に策定された関連文書及び出版物を基にして考慮すべきである。産業安全及び環境保

護などの放射線以外の側面も、明示的には考慮されていない。加盟国は、これらの点に関して
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も国際的な約束及び義務を果たすべきであると認められる。 

このIAEA安全基準記載の要件及び推奨事項は、以前の基準に基づき建設されたいくつかの

施設では、完全には満たされないかもしれない。このような施設にこの安全基準を適用する方

法についての決定は、個々の加盟国でなされる。 

IAEA安全基準は、法的には拘束力はないが、例えば環境保護に関連するような一般的に受

け入れられている国際法や規則の原則の下で加盟国が義務を果たせるような方法で、原子力エ

ネルギー及び放射性物質の平和的利用がなされることを確実にすることを目的として策定され

ているという事実を、加盟国は留意すべきである。かかる一般原則に従い、加盟国の領土を他

の加盟国に損害を与える形で使用してはならない。加盟国はこのように弛まぬ努力を継続する

義務と他国への配慮という基準を持たなくてはならない。 

加盟国の管轄域で行われる非軍事の原子力に関する活動は、他のあらゆる活動と同様、国際

法の一般に受け入れられている原則に加えて、国際的な慣例の下で加盟国が承諾している義務

に従って行われる。加盟国は、これらの国際的な義務のすべてを効果的に果たすために必要と

なる法規（規則を含む）並びにその他の基準及び対策を、その国内法制度において採用するこ

とが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

編集者注 

付属書（appendix）がついている場合、それは主文と同じ効力を持つ、基準と不可分な一部

と見なされる。添付資料 （annex）、脚注及び参考文献リストがついている場合、それは利用

者の便宜のための、追加情報又は実践例の提示に使われている。 
この安全基準は、要件、責任及び義務についての説明に「ねばならない（shall）」を使う。「す

べきである（should）」という形の使用は、望ましい選択肢の推奨を意味する。 

vi 



 

目 次 
 
 

１．はじめに ...........................................................................................................  1 

  背景（1.1-1.2） ................................................................................................  1 
  目的（1.3-1.5） ................................................................................................  1 

  範囲（1.6-1.14） ..............................................................................................  2 

  構成（1.15） ....................................................................................................  4 
 

２．全般的要件 ........................................................................................................  4 

  目的（2.1-2.2） ................................................................................................  4 
  立地評価の利用（2.3） .....................................................................................  5 

  全般判断基準（2.4-2.13） ................................................................................  5 

  外部自然事象及び外部人為事象による危険性に対する判断基準（2.14-2.21） .  7 
  原子炉等施設による地域への潜在的影響を決定するための判断基準(2.22-2.25) 8 

  人口及び緊急時計画に関する検討により得られる判断基準（2.26-2.29） ........  9 

 
３．外部事象の評価に対する特定の要件 ................................................................. 10 

  地震及び地表断層活動（3.1-3.7） .................................................................... 10 

    地震（3.1-3.4） ......................................................................................... 10 
    地表断層活動（3.5-3.7） ........................................................................... 10 

  気象学的事象（3.8-3.17） ................................................................................ 11 

    気象現象に関する極限値（3.9-3.10） ....................................................... 11 
    希な気象学的事象（3.11-3.17） ................................................................ 12 

  洪水（3.18-3.32） ............................................................................................ 13 

    降雨及びその他の原因による洪水（3.18-3.23） ....................................... 13 
    地震もしくはその他の地質学上の現象に起因する水波（3.24-3.28） ........ 13 

    治水構造物の破損による洪水及び波（3.29-3.32） .................................... 14 

  地盤工学上の危険度（3.33-3.43）.................................................................... 15 
    斜面の不安定性（3.33-3.34）.................................................................... 15 

    立地地点の地表面の陥没、沈下あるいは隆起（3.35-3.37） ...................... 15 

    地盤の液状化（3.38-3.40） ....................................................................... 16 

vii 



 

 

    基礎地盤の挙動（3.41-3.43）.................................................................... 16 
  外部人為事象（3.44-3.51） .............................................................................. 16 

    航空機落下（3.44-3.47） ........................................................................... 16 

    化学爆発（3.48-3.50） .............................................................................. 17 
    その他の重要な人為事象（3.51） ............................................................. 17 

  その他の重要な検討事項（3.52-3.55） ............................................................ 18 

 
４．立地地点の特徴と当該地域における原子炉等施設の潜在的影響....................... 19 

  放射性物質の大気中の分散（4.1-4.3） ............................................................. 19 

  地表水を通しての放射性物質の分散（4.4-4.6） ............................................... 19 
  地下水を通しての放射性物質の分散（4.7-4.9） ............................................... 20 

  人口分布（4.10-4.13） ..................................................................................... 20 

  当該地域における土地と水の利用（4.14） ...................................................... 21 
  周辺環境放射能（4.15） ................................................................................... 21 

 

５．危険性の監視（5.1） ........................................................................................ 21 
 

６．品質保証（6.1-6.9） ......................................................................................... 22 

 
参考文献 .................................................................................................................. 23 

用語集 ...................................................................................................................... 24 

基準案の作成と査読の協力者 .................................................................................. 25 
安全基準の是認のための組織 .................................................................................. 26 

 
 

viii 



 

1. はじめに 
 
背景 
 
1.1 本「安全要件」出版物は、「原子力発電所の安全に関する規格：立地」（50-C-S 

Rev.1;1988）に取って代わるものである。前回の同規格改訂以後の原子炉等施設

立地評価に関する進展を考慮している。これらの進展には、安全原則「原子炉等

施設の安全」[1]の発行や、種々の安全基準及び他の安全関連出版物の改訂が含ま

れる。立地評価に対する要件は、原子炉等施設に起因する電離放射線の影響から

敷地内の従業員、公衆及び環境を適切に防護することを確実にするよう意図して

いる。原子力安全及び適切な防護と考えられるものにおける技術や科学的知見は、

着実に進展していると認識されている。安全要件は、これらの進展とともに変わ

るものであり、本出版物は現時点における加盟国間の共通認識を反映している。 

 
1.2 本「安全要件」出版物は、原子炉等施設の安全基準に関する IAEA の計画の下で

作成された。また、本出版物は、原子炉等施設の立地評価における安全の確保に

関する要件を規定し、判断基準を与えるものである。参考文献に掲示している立

地評価関連の安全指針類は、本「安全要件」出版物で規定される要求事項に合致

する方法に関する推奨事項を提示している。 

 
目的 
 

1.3 本出版物の目的は、原子炉等施設の安全に関連する立地地点固有の条件を十分に

特徴づけるために、原子炉等施設の立地評価の各要素に対する要件を規定するこ

とである。 

 
1.4 また、運転状態及び緊急時対策に至り得る事態を含む事故状態における立地地点

そのもの及び立地地点－施設間相互作用に対して適宜適用されるべき、以下の事

項のための判断基準に対する要件を規定することを目的としている。 
 

(a) 提案立地地点について申請者が提示すべき情報の範囲を定義すること 
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(b) 立地地点に関連する現象及び特徴が適切に考慮されていることを確実にするため

に提案された立地地点を評価すること 
(c)プラントの計画された存続期間にわたる当該地域の人口特性及び緊急時計画の実

施能力を分析すること 

(d) 立地地点に関連する危険性を定義すること 
 

1.5 本出版物では、地中あるいは海上施設について具体的に論じていない。 

 
範囲 
 

1.6 本出版物の適用範囲には、プラントの運転状態及び緊急時対策に至り得る事態を

含む事故状態に関連する立地地点関連因子及び立地地点－施設間相互作用因子、

安全上重要である施設外部における自然事象及び人為事象が包含される。本「安

全要件」文出版物で考慮する外部人為事象は、すべて偶発的なものである。第三

者による意図的な行動に対抗する施設の物理的防護に関連する考慮事項は、本出

版物の範囲外である。 

 
1.7 「施設外部」という表現には、外部領域（用語集参照）以上のものを含むことを

意図している。立地地点を取り囲む周辺領域に加えて、立地地点区域そのものに

は、ディーゼル発電機燃料タンクや複数基立地における他の原子炉というような、

施設へ危険性をもたらす対象物が存在することもある。 

 

1.8  原子炉等施設に対する立地の手順は、１つ又はそれ以上の立地地点候補地を選定

するための広範囲の地域に関する調査（立地地点調査）1及び候補地に関するその

後の詳細な評価から成る。本出版物は、主として後者に関連するものである。 

 
1.9 本件に関する以前の安全基準は、陸上設置の熱中性子型原子力発電所に関連する

ものであった。本「安全要件」出版物は、原子炉等施設としてより包括的なもの

まで含むよう拡張されている。すなわち、陸上設置の原子力発電所及び研究炉と

共に、濃縮プラントばかりでなく、加工プラント、独立した使用済燃料貯蔵施設 

1 立地地点調査は、安全性及び他の考察に基づき、原子炉等施設に適した立地地点候補地を特定

するために用いられる手順である。 
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及び再処理プラントといった燃料サイクル施設が含まれる。本出版物には、いく

つかの例において、原子力発電所に対して適用される要件が示されている。これ

らの場合、当該要件が原子力発電所に対して最も適切であるが、他の原子炉等施

設にも適用できるものもある。 
 
1.10 本出版物で定めた要件を満足するための評価に必要な詳細さの程度は、立地され

る施設の種類によって異なるであろう。原子力発電所は一般に最高レベルの詳細

さを必要とするであろう。施設が有するリスクのレベルに応じて、本出版物で規

定する要件に従うために、それほど詳細でなく比較的狭い地域を扱うことが必要

となる場合がある。 
 
1.11 本出版物は、立地地点－施設の組合せが施設の存続期間中に亘って個人、集団も

しくは環境に対する容認できないリスクを引き起こさないことを確実にするため

に、考慮しなければならない立地に関連する要素の評価に関するものである。原

子炉等施設の放射線以外の影響の評価は考慮しない。 
 
1.12 本出版物に用いている「リスク」という用語は、放射性物質の放出に至る事象の

発生確率に当該事象による放射線影響に対応するパラメータを乗じて導かれた積

を意味する。概念的には、包括的なリスク解析は、全ての起因事象の分析、各起

因事象に対するその後の全ての起り得る事象シーケンスの分析、これらの各シー

ケンスへの確率値の割付、及び、個人、集団及び環境に対する影響の評価という

全てのステップを含む。加盟国によっては、従来の決定論的解析と工学的判断を

補うために、こうしたリスク解析の一部を利用すること、及び、確率的な要件を

定義することが確立された慣行となっている。  
 
1.13 本出版物は、主として、低確率の過酷な事象を対象とする。これらは、原子炉等

施設の立地に関連するとともに特定の原子炉等施設の設計において考慮しなけれ

ばならないものである。事象がさほど過酷ではないものの確率が高く全体のリス

クに大きく寄与する場合には、原子炉等施設の設計においてそれらも考慮される

べきである。 
 
1.14 原子炉等施設の立地地点の調査範囲は、立地評価の全ての過程（選定、評価、運

転前及び運転段階）を網羅している。本出版物で規定する要件は立地地点選定段

階には適用されない。この段階には、異なる一連の判断基準が使用されるだろう。 
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これらの判断基準には、発電される電力の計画された消費者までの距離といった

安全にほとんど直接には関連しないものが含まれることがある。 
 

構成 
 
1.15 本「安全要件」出版物は、安全に対する原則と目的との間の関係に従い、安全要

件及び判断基準を規定している。２章では、原子炉等施設に対する外部の自然の

危険性及び外部の人為的な危険性についての、立地関連評価のための全般的な安

全判断基準を提示している。また、施設による当該地域への影響に関連する要件

及び人口や緊急時計画に関連する要件も規定している。３章では、自然及び人為

事象に関する危険性の特徴づけに対して具体的な要件を規定している。４章には、

地域環境、大気圏、水圏及び生物圏並びに住民への施設による影響に関する、立

地関連評価に対して具体的な要件を規定している。５章では、施設の存続期間を

通しての自然及び人為的な危険性を継続的に監視することに対する要件を規定し

ている。６章では、立地評価に関する品質保証計画に対する要件を規定している。 

 

 
 

2. 全般的要件 
 

目的 
 

2.1 原子力安全の観点では、原子炉等施設に対する立地評価の主たる目的は、事故に

よる放射性物質放出の放射線影響から公衆と環境を防護することである。また、

通常運転での放出も考慮されるべきである。原子炉等施設に対する立地地点の適

性評価において、以下の側面を考慮しなければならない。 
 

(a) 特定の立地地点の地域において発生する外部事象の影響（これらの事象には自然

起因あるいは人為的なものがある）。 
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(b) 放出された放射性物質の人及び環境への移行に影響を及ぼすような立地地点及び

その周辺環境の特徴。 
(c)  外部領域の人口密度、人口分布及びその他の特徴。ただし、これは、緊急時対策

の実施可能性及び個人と集団に対するリスク評価の必要性に影響を与える限りに

おいてである。 
 

2.2 上記３つの側面に対する立地評価により、立地地点が容認できず、設計上の特性、

立地地点の防護対策あるいは運営管理手順により欠陥が補償できないことが示さ

れた場合には、当該立地地点は不適切であると考えなければならない。 

 

立地評価の利用 
 

2.3 原子力規制当局に提出すべき安全解析書に対して技術的基盤を提供することに加

え、これら安全要件の遵守に用いるために得られた技術情報は、放射線の危険性

に対する環境影響評価のための要件を満足する際にも役立つであろう。 

 

全般的判断基準 
 

2.4 原子炉等施設の安全に影響を及ぼし得る立地地点の特徴を調査し評価しなければ

ならない。運転状態及び事故状態時において潜在的な放射線の影響を受け得る地

域での自然環境の特徴を調査しなければならない。プラントの存続期間中におい

ては、これらの特徴を全て観測、監視しなければならない。 

 
2.5 施設の安全に影響を及ぼすような外部自然事象と現象及び外部人為事象と現象の

発生頻度と過酷さに関して、原子炉等施設に対して提案された立地地点を調査し

なければならない。 
 

2.6 原子炉等施設の計画された存続期間を包含する期間について、安全に関係しうる

地域における自然及び人為的な因子の予想可能な変化を評価しなければならない。

これらの因子、特に人口増加と人口分布については、原子炉等施設の存続期間に

わたって監視しなければならない。必要であれば、全体のリスクが容認可能なほ

ど低く維持されることを確実にするために、適切な対策を講じなければならない。 
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容認可能な低いレベルのリスクを確実にするために利用可能な対策としては３つ

の手段、即ち、設計上の特性、立地地点の防護対策（洪水防止の堤防等）及び運

営管理手順がある。設計上の特性と防護対策は、リスクを容認可能な低いレベル

に維持することを確実にするための望ましい方法である。 
 
2.7 原子炉等施設の設計において考慮すべき外部事象に関する危険性を決定しなけれ

ばならない。外部事象（あるいはその組合せ）に対して、危険性を特徴づけるた

めに使用するパラメータとその値は、施設の設計において容易に使用可能となる

ように選択されるべきである。 
 
2.8 外部事象に関係する危険性の導出においては、これらの危険性と周辺条件（水理

学的、水理地質学的、及び、気象学的条件）との組合せの影響に対する考慮がな

されるべきである。 
 
2.9 立地地点の適性を決定する分析においては、施設への搬入物質及び搬出物質（ウ

ラン鉱石、UF6、UO2等）、新燃料と使用済み燃料、及び放射性廃棄物についての

貯蔵と輸送のような安全に関する追加事項を考慮しなければならない。 
 
2.10 化学物質もしくは熱の放出、爆発の可能性及び化学物質の分散による、施設から

の潜在的な非放射線以外の影響を立地評価の過程で考慮しなければならない。 
 
2.11 液体排出物中における放射性物質と熱あるいは化学物質との組合せのような、放

射性排出物と非放射性排出物との相互作用に関する可能性が考慮されるべきであ

る。 
 
2.12 提案された各立地地点に対して、緊急時対策に至り得るような影響と共に、運転

状態及び事故時状態における当該地域住民への潜在的な放射線影響を評価しなけ

ればならない。これには、人口分布、食生活、土地や水の利用及び当該地域にお

ける他のいかなる放射性物質放出による放射線影響も含む関連因子を十分に考慮

しなければならない。 
 
2.13 原子力発電所については、立地地点に設置される合計の原子炉の規模を、立地の

手順の最初の段階で可能な限り決定すべきである。もし設置される原子炉の規模 
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が、以前に承認されたレベルから著しく増加することが提案される場合には、適

宜、立地地点の適性を再評価しなければならない。 
 

外部自然事象及び外部人為事象による危険性に対する判断基準 
 
2.14 提案された立地地点は、外部自然事象及び外部人為事象において、安全上重要と

なりうる全ての立地特性について、十分に調査しなければならない。 

 
2.15 提案された立地地点の地域において発生し得る自然現象並びに人為的状況及び

活動を特定し、原子炉等施設の安全運転に対する重要度に従い、評価を行わなけ

ればならない。この評価は、潜在的危険性を調査すべき、重要な自然現象あるい

は人為的状況や活動を同定するために用いられるべきである。 

 

2.16 既存の施設や人為的活動の拡張あるいは高いリスクの施設の建設のような、土地

利用における予想可能な著しい変化を考慮しなければならない。 

 

2.17 重要な自然現象あるいは人為的状況や活動の発生と過酷さに関し、有史以前の、

歴史上の及び計測器で記録された情報や記録を、適宜、当該地域に対して収集し、

信頼性、正確性及び完全性に対して注意深く分析しなければならない。 

 
2.18 主要な外部現象に関連する危険性を決定するために適切な手法を採用しなけれ

ばならない。これらの手法は、最新のもので、当該地域の特徴に合致したもので

あるという点から正当化されなければならない。適用可能な確率論的手法につい

ては特別な考慮が払われるべきである。外部事象に対する確率論的安全評価を行

う際には、一般に、確率論的ハザード曲線が必要となることに注意すべきである。 

 
2.19 主要な外部事象に関連する危険性を決定するための手法が適用される地域の大

きさは、対象とする自然及び人為的な現象の決定において、また、それらの事象

の特性に対して、重要となる全ての特性と領域を包含できるように十分に大きな

ものでなければならない。 

 

7 



 

2.20 主要な自然及び人為的な現象は、原子炉等施設に対する危険性を導出するための

入力として利用できる形で表現しなければならない。即ち、危険性を記述するた

めに適切なパラメータが選定もしくは作成されるべきである。 

 

2.21 危険性の決定において、立地地点固有のデータが、入手不可能でない限り用いら

れなければならない。入手不可能な場合には、対象とする地域と十分に関連性の

ある他の地域から得られるデータを危険性の決定において利用することも可能で

ある。また、適切な容認可能なシミュレーション技術を利用しても良い。一般に、

立地地点固有のデータを増強するために、類似の地域から得られるデータとシミ

ュレーション技術を利用することもできる。 

 

原子炉等施設による地域への潜在的影響を決定するための判断基準 
 

2.22 運転状態及び緊急時対策に至り得る事故時状態に対する当該地域への潜在的な

放射線影響を決定するための立地評価においては、施設の設計と工学的安全施設

を考慮し、予想される、あるいは可能性のある放射性物質の放出について適切な

推定を行わなければならない。これらの推定は、設計及び工学的安全施設が確定

した段階で確認されなければならない。 

 

2.23 原子炉等施設から放出された放射性物質が人と環境に到達し影響を及ぼす可能

性のある、直接的及び間接的経路を特定して評価しなければならない。この評価

では、放射性核種の蓄積と移行における生物圏の作用に特別な注意を払いつつ、

特定の地域的な特質及び固有の立地地点の特徴を考慮しなければならない。 
 

2.24 放射性物質放出に伴う公衆と環境への放射線リスクが容認可能なほど低いこと

を確実にすることに関連して、原子炉等施設の立地と設計を確認しなければなら

ない。 

 

2.25 原子炉等施設による当該地域への容認できない潜在的な影響を補償するように、

施設設計しなければならない。それができない場合には、立地地点が適していな

いと考えなければならない。 
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人口及び緊急時計画に関する検討により得られる判断基準 
 
2.26 提案された地域に関する現在と予測可能な将来の特徴及び人口分布を評価する

ために、当該地域について調査しなければならない。そのような調査には、当該

地域での現在及び将来の土地及び水の利用に関する評価を含めるとともに、個人

及び全体としての集団に対する放射性物質放出の潜在的影響を左右し得る特徴を

考慮しなければならない。 

 
2.27 人口の特性と分布に関連して、立地地点と施設の組み合わせによる影響を以下の

ようにしなければならない。 

 
(a) 施設の運転状態では、住民の放射線被ばくが、国際的な推奨事項を考慮に入れて

合理的に達成可能な限り低く維持され、如何なる場合においても国の要件に従っ

ている。 
(b) 緊急時対策の実施に至り得るような事態を含む事故時状態に伴う住民への放射

線リスクが、容認可能なほどに低い。 

 
2.28 徹底的な評価の後、上記要件を満足するために適切な対策が施せないことが示さ

れた場合には、立地地点は提案された種類の原子炉等施設の設置に適していない

と考えなければならない。 
 

2.29 住民に対する放射線影響の可能性、緊急時計画の実行可能性とそれらの実行を妨

げる可能性のある外部事象や現象を考慮し、提案された立地地点に対する外部領

域を設定しなければならない。プラント運転開始に先立つ外部領域に対する緊急

時計画の設定において、克服できない障害が存在しないことをプラントの建設が

始まる前に確認しなければならない。 
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3. 外部事象の評価に対する特定の要件 
 
地震及び地表断層活動 2 
 

地震 
 

3.1 当該地域における地震学的条件及び地質学的条件、並びに提案された立地地点の

工学的地質学的側面及び地盤工学上の側面を評価しなければならない。 
 

3.2 当該地域における有史以前の地震、歴史上の地震及び計器観測された地震に関す

る情報を収集し、文書化しなければならない。 
 

3.3 収集された情報を最大限利用し、当該地域の地震構造学的評価により地震に関係

した危険性を決定しなければならない。 
 

3.4 当該地域の地震構造学的特性と特有の立地条件を考慮し、地震により誘起された

地震動による危険性を立地地点について評価しなければならない。地震ハザード

評価の一部として徹底した不確実さ解析を行わなければならない。 

 

地表断層活動 
 

3.5 当該立地地点について、地表断層活動の可能性（即ち、断層の潜在性）を評価し

なければならない。3.6 項に示す断層の潜在性の定義を用いて合理的な決定がで

きるよう、使用する手法と実施する調査は十分詳細なものでなければならない。 

 

3.6 地質学的、地球物理学的、測地学的あるいは地震学的データに基づき、次の場合

には、断層が潜在的であると考えなければならない。 

 

(a) 断層が、過去に動いた証拠が示される場合、あるいは、地表面やその付近で今後

動き得るものと推測することが合理的であるような期間内に再発する性質を有す

る動き（著しい変形や変位）の証拠が示される場合。地震データ及び地質学的デ 

2 参考文献[2, 3]参照。 
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ータの双方とも再来周期が短いことを示す活発な区域では、潜在的な断層の評価

に対して数万年の桁の期間を採ることが適切であることがある。さほど活発でな

い区域では、より長い期間が必要となることがある。 

(b) 地表面あるいはその付近で別の断層の動きを引き起こすような既知の潜在的な断

層に対して、構造上の関係が実証されている場合。 
(c) 地震発生構造に関連する最大の潜在的地震が、十分大きく、また、立地地点の地

球動力学的設定において地表面やその付近で動くものと推測するのが合理的であ

るほどの深さにある場合。 
 

3.7 原子炉等施設の安全に影響を及ぼす可能性のある潜在的な断層の存在について、

信頼性のある証拠が示される場合、別の立地地点を検討しなければならない。 
 

気象学的事象 
 
3.8 いかなる施設の立地地点に対しても、以下に示す気象学的な変数の極限値及び希

な気象学的現象を調査しなければならない。立地地点周辺の地域に関する気象学

的及び気候学的特徴を調べなければならない。 
 

気象現象に関する極限値 

 
3.9 気象現象に関して起り得る極限値を評価するために、風、降雨、雪、気温、暴風

波といった気象現象を適切な期間にわたって記録しなければならない。 

 
3.10 立地評価の結果は、設計パラメータに関連する値の超過確率といったプラントの

設計目的に適した方法で記述しなければならない。この評価では、データの不確

実さを考慮しなければならない。 
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希な気象学的事象 

 
雷 
 

3.11 雷の発生の可能性、頻度や過酷さを、当該立地地点について評価しなければなら

ない。 

 

竜巻 
 

3.12 着目する地域における竜巻の発生の可能性を、当該地域の詳細な歴史的記録及び

計測記録に基づき評価しなければならない。 
 

3.13 竜巻に関係する危険性を導出し、それを回転風速、並進風速、最大回転風速半径、

気圧勾配及び気圧変化率のようなパラメータを用いて表現しなければならない。 
 

3.14 危険性の評価では、竜巻に関係するような飛来物を考慮しなければならない。 

 

熱帯性サイクロン 
 

3.15 立地地点の地域における熱帯性サイクロンの可能性を評価しなければならない。

この評価により、熱帯性サイクロンの証拠があったり、あるいは、その可能性の

あることが示された場合には、関連するデータを収集しなければならない。 

 
3.16 入手可能なデータと適切な物理モデルに基づいて、熱帯性サイクロンに関連する

危険性を、立地地点との関連において決定しなければならない。熱帯性サイクロ

ンに対する危険性には、風速、気圧及び降水量の限界値のような因子が含まれる。 
 

3.17 危険性の評価において、熱帯性サイクロンに関係するような飛来物を考慮しなけ

ればならない。 
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洪水 3 
 
降雨及びその他の原因による洪水 
 
3.18 降雨や雪解けによる出水、高潮、暴風波、水面振動、風浪のような、原子炉等施

設の安全に影響を及ぼす可能性のある一つ又はそれ以上の自然原因による洪水の

可能性を決定するために、当該地域の評価を行わなければならない。洪水の可能

性がある場合、気象学的及び水理学的両方の歴史データを含む全ての関連データ

を収集し、かつ注意深く調査しなければならない。 
 
3.19 データの正確度と量に関する限界、データが蓄積された歴史的な期間の長さ、及

び、当該地域の関連のある特徴において知られている過去の全ての変化を考慮し

て、適切な気象学的及び水理学的モデルを作成しなければならない。 
 
3.20 幾つかの原因による影響について、可能性のある組み合わせを調査しなければな

らない。例えば、沿岸立地地点や河口立地地点では、サイクロンによる影響のよ

うな、高潮や水域に対する風の影響及び波動の組合せによる洪水の可能性を評価

し、ハザードモデルに含めなければならない。 
 
3.21 洪水による立地地点の危険性は当該モデルから導出しなければならない。 
 
3.22 洪水による危険性を特徴づけるために用いられるパラメータには、水位、（もし

関連する場合には）波の高さと周期、洪水の警告時間、洪水期間及び流動条件を

含まなければならない。 
 
3.23 浸食や堆積による沿岸領域あるいは河川流域の不安定性について、その可能性を

調査しなければならない。 
 
地震もしくはその他の地質学上の現象に起因する水波 
 
3.24 立地地点の原子炉等施設の安全に影響を及ぼすような津波や水面振動の可能性

を決定するために、当該地域の評価を行わなければならない。 

3 参考資料[5]参照。 
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3.25 可能性があるとわかった場合は、立地地点周辺の海岸領域に影響を与える津波あ

るいは水面振動に関連した有史以前及び歴史上のデータを収集し、立地地点の評

価への関連性とその信頼性に関して注意深く評価しなければならない。 

 

3.26 当該地域に対する入手可能な有史以前及び歴史上のデータに基づくとともに、こ

れらの現象に関してよく調査されてきた類似の地域と比較することにより、地域

的な津波や水面振動の発生頻度、大きさ及び高さを算定し、また立地地点での海

岸構造によるいかなる増幅をも考慮した津波や静振に関する危険性を決定するの

に利用しなければならない。 

 

3.27 既知の地震記録や地震構造上の特徴に従って、沖合での地震によって発生する津

波や水面振動の可能性を評価しなければならない。 

 

3.28 津波や水面振動による危険性は、既知の地震記録や地震構造学的特徴並びに物理

的及び／又は解析的なモデル化から導出しなければならない。これらには、立地

地点へ物理的影響を及ぼすことのある引潮及び上潮 4を含む。 

 
治水構造物の破損による洪水及び波 

 

3.29 上流の治水構造物が１つ又はそれ以上破損した場合の影響に原子炉等施設が耐

えられるか否かを決定するために、上流の治水構造物に関する情報を分析しなけ

ればならない。 

 
3.30 原子炉等施設が１つ又はそれ以上の上流構造物の大規模破損による全ての影響

に安全に耐えられる場合、当該構造物について更なる調査を行う必要はない。 

 
3.31 原子炉等施設に関する予備的検討により、１つ又はそれ以上の上流構造物の大規

模破損の全ての影響には安全に耐えられない可能性が示された場合、そのような

全ての影響を含めて原子炉等施設に対する危険性を評価しなければならない。そ

うでない場合には、上流構造物が関連の事象にも耐えることを示すために、原子 

4 引潮は沿岸立地地点における水位の急落である。上潮は浜辺や構造物の上に突然来る大波であ

る。 
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炉等施設の危険性を決定する際に用いられる手法と同等の方法を用いて、そのよ

うな上流構造物を解析しなければならない。 
 
3.32 上流あるいは下流における河川の一時的な閉鎖（例えば、地滑りや氷結により引

き起こされるもの）の結果として起こる貯水は、提案された立地地点において洪

水や関連の現象を引き起こすものとして、その可能性を調査しなければならない。 
 
地盤工学上の危険度 5 
 
斜面の不安定性 
 
3.33 原子炉等施設の安全に影響を及ぼすような斜面の不安定性（例えば、地面と岩の

滑りや雪崩）の可能性を決定するために、立地地点及びその周辺の評価を行わな

ければならない。 
 
3.34 原子炉等施設の安全に影響を及ぼす可能性がある斜面の不安定性が見出される

場合には、立地地点固有の地震動に対するパラメータと値を用いて、危険度の評

価を行わなければならない。 
 
立地地点の地表面の陥没、沈下あるいは隆起 
 
3.35 洞窟、カルスト地形のような自然の造形物及び鉱坑や井戸、油井などの人工の造

形物の存在に対して、当該地域に対する地質マップ及び他の適切な情報を調査し

なければならない。立地地点の地表面の陥没、沈下あるいは隆起の可能性を評価

しなければならない。 
 
3.36 評価によって、原子炉等施設の安全に影響を及ぼすような地表面の陥没、沈下あ

るいは隆起の可能性のあることが示された場合、現実的な工学的解決策を提示し

なければならない。あるいは、そうでなければ、立地地点が適していないと考え

なければならない。 
 
3.37 工学的解決策が現実的であると思われる場合、これらの危険度を決定する目的で、

信頼性のある調査方法により得られる地表面下の状態について詳細に記述しなけ

ればならない。 

5 参考資料[2]参照。 
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地盤の液状化 

 
3.38 立地地点固有の地震動に対するパラメータと値を用いて、提案された立地地点の

地表面下の地盤の液状化に関する可能性を評価しなければならない。 

 
3.39 当該評価には、容認された地盤調査方法と危険度を決定するための解析手法を用

いなければならない。 

 
3.40 地盤の液状化の可能性について容認できないことがわかった場合、現実的な工学

的解決策が利用可能であると実証されない限り、当該立地地点は適していないと

考えなければならない。 
 

基礎地盤の挙動 

 
3.41 地表面下の地盤工学的特性をその不確実さと共に調査しなければならない。また、

設計目的に適した形式で当該立地地点の地盤の特性を評価しなければならない。 

 
3.42 静的荷重及び地震荷重の条件下での基礎地盤の安定性を評価しなければならな

い。 

 
3.43 地下水挙動とその化学的特性を調べなければならない。 

 

外部人為事象 6, 7 
 

航空機落下 

 
3.44 将来の航空交通と航空機の特徴を現実的な範囲で考慮し、立地地点への航空機落

下の可能性を評価しなければならない。 

 

6 立地地点領域に潜在的に影響を与える故意の行動はここでは考慮外としている。 
7 参考資料[6]参照。 
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3.45 評価によって、施設の安全に影響を及ぼすような立地地点への航空機落下の可能

性があると示された場合には、これらの危険性の評価を行わなければならない。 
 
3.46 考慮すべき航空機落下による危険性には、衝撃、火災及び爆発を含まなければな

らない。 
 
3.47 検討によって、危険性が容認できないことが示され、現実的な解決策がない場合

には、当該立地地点は適していないと考えなければならない。 
 
化学爆発 
 
3.48 爆発の可能性もしくは、爆燃又は爆轟を引き起こし得るガス雲の形成の可能性の

ある化学物質の取扱、処理、輸送及び貯蔵といった、当該地域における活動を同

定しなければならない。 
 
3.49 化学爆発に関連する危険性は、距離の効果を考慮して、（適用できるならば）過

圧と毒性により表現しなければならない。 
 
3.50 3.48 項で述べたような活動が立地地点近辺で発生し、現実的な解決策がない場合、

立地地点は適していないと考えなければならない。 
 
その他の重要な人為事象 
 
3.51 通常時あるいは事故時に放出された場合に施設の安全を損なうような、可燃物、

爆発性物質、窒息性物質、有毒物質、腐食性物質もしくは放射性物質を貯蔵、処

理、輸送あるいは他の取扱う施設（敷地内の施設を含む）に対して、当該地域を

調査しなければならない。この調査には、原子炉等施設の安全に影響を及ぼすよ

うな飛来物が発生し得る施設も含まなければならない。電磁気干渉、地中の渦電

流及び砕片による吸気又は取水の目詰まりについての潜在的影響を評価しなけれ

ばならない。そのような現象の影響と発生が容認できない危険性をもたらし、か

つ現実的な解決策がない場合には、立地地点は適していないと考えなければなら

ない。 
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その他の重要な検討事項 8 
 
3.52 火山活動、砂嵐、豪雨、降雪、氷結、降雹及び過冷却水の地表面下での凍結（氷

塊）のような、原子炉等施設の安全を損なう可能性のある現象に関して歴史上の

データを収集し評価しなければならない。可能性が確認された場合、危険性を評

価するとともに、これらの事象に対する設計根拠を導出しなければならない。 

 

3.53 炉心からの長期熱除去に対する系統の設計において、以下に示すような立地地点

関連のパラメータが考慮されるべきである。 

 

(a) 気温と湿度 
(b) 水温 

(c) 治水構造物の破損の可能性を考慮した利用可能な水流量、最低水位及び安全関連

の冷却水水源が最低水位状態にある期間 
 

3.54 河川の閉塞や流路変更、貯水池の枯渇、海生物の過度の発生、凍結や氷塊形成に

よる貯水池あるいは冷却塔の閉塞、船舶の衝突、油流出及び火災など、炉心から

の長期除熱に必要な系統の機能喪失を引き起こすような潜在的な自然及び人為事

象を特定しなければならない。そのような事象の発生確率と影響を容認可能なレ

ベルまで下げることができない場合には、そのような事象に関する原子炉等施設

の危険性を規定しなければならない。 

 

3.55 原子炉等施設への危険性が容認できず、また、現実的な解決策がない場合、立地

地点は適していないと考えなければならない。 

 

8 参考資料[7]参照。 
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4. 立地地点の特徴と当該地域における 
原子炉等施設の潜在的影響 9 

 

 

放射性物質の大気中の分散 
 

4.1 風速と風向、気温、降水量、湿度、大気安定度パラメータ、持続した逆転層のよ

うな、基本的な気象学的パラメータ、地勢及び現象を含む、当該地域に関する気

象学的記述を作成しなければならない。 

 

4.2 立地地点あるいはその周辺において、適切な高さと場所での主要な気象パラメー

タを測定、記録できる計装を用いて、気象測定のための計画を策定し、実施しな

ければならない。他のデータ源から入手可能な関連データとともに、少なくとも

全１年間のデータを収集しなければならない。 
 

4.3 当該地域の調査から得られるデータに基づき、放出された放射性物質の大気中の

分散を適切なモデルを使用して評価しなければならない。このモデルはすべての

重要な立地地点固有の地域的な地形上の特徴と、大気中の分散に影響するかもし

れないような施設の特徴を含まなければならない。 

 

地表水を通しての放射性物質の分散 
 

4.4 自然及び人工の水域に関する主な特徴、主要な治水構造物、取水構造物の位置及

び当該地域における水利用に関する情報と共に、当該地域に関する地表面の水理

学的特徴についての記述を作成しなければならない。 

 
4.5 水域の希釈や分散特性、堆積物や動植物の再濃縮能力、及び水圏における放射性

核種の移行メカニズムと被ばく経路を必要な程度まで決定するために、地表面の

水理の調査と測定に関する計画を実施しなければならない。 
 

9 参考資料[8]参照。 
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4.6 適切なモデルにおいて収集されたデータと情報を用いて、地表水の汚染による住

民への潜在的影響の評価を実施しなければならない。 
 

地下水を通しての放射性物質の分散 
 
4.7 含水層の形成に関する主要な特徴、地表水との相互作用及び地域の地下水利用に

関するデータを含む、当該地域に関する地下水の水理についての記述を作成しな

ければならない。 
 

4.8 水理地質学的単位での放射性核種の動きを評価できるよう、水理地質学的調査に

関する計画を実施しなければならない。この計画には、主に地下水中の放射性核

種移行メカニズムと被ばく経路に関係する、地中移行及び保持に関する土壌の特

徴、帯水層の希釈と分散に関する特徴、並びに地下物質の物理的・物理化学的特

性についての調査を含めるべきである。 
 

4.9 適切なモデルにおいて収集されたデータと情報を用いて、地下水汚染による住民

への潜在的影響の評価を行わなければならない。 
 

人口分布 
 
4.10 当該地域における人口分布を決定しなければならない。 

 

4.11 特に、当該地域における定住人口と可能な範囲で一時的滞在人口、並びに現行及

び予想される人口分布に関する情報を収集し、施設の存続期間にわたって最新の

ものとしなければならない。データを収集すべき半径は、特別な状況を考慮して、

国の慣行に基づいて選定すべきである。施設近傍の住民、当該地域における人口

密集地や人口中心地、及び、学校、病院や刑務所のような居住施設に対して特に

注意を払わなければならない。 
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4.12 人口分布を得るために、当該地域に対する最新の国勢調査データ、もしくはその

外挿で得られる情報を用いなければならない。信頼できるデータがない場合には、

特別な調査を行わなければならない。 

 

4.13 プラントからの方角と距離の観点から人口分布を得るために、データの分析を行

わなければならない。適宜、立地地点固有のパラメータを用いて、放射性物質の

通常時排出、及び過酷な事故による放出の合理的な考慮と共に事故時の放出によ

る潜在的な放射線影響について評価を行わなければならない。 
 

当該地域における土地と水の利用 

 
4.14 原子炉等施設による当該地域への潜在的影響を評価するために、特に、緊急時計

画を策定する目的のために、土地と水の利用について特徴づけを行わなければな

らない。この調査では、住民が利用することのある、あるいは食物連鎖における

生物の生息地としての役割を果たし得ることのある土地や水域を包含すべきであ

る。 

 

周辺環境放射能 

 

4.15 原子炉等施設の試運転を行う前に、当該地域に対して、大気圏、水圏、岩石圏及

び生態圏の周辺環境放射能を、施設による影響を決定できるように評価しなけれ

ばならない。得られたデータは将来の調査における基本線としての使用を意図す

るものである。 
 

 

5. 危険性の監視 
 

5.1 原子炉等施設に関連する人口統計学的、気象学的及び水理学的条件と同様に、自

然及び人為的な危険性の特徴を、原子炉等施設の存続期間に亘って監視しなけれ

ばならない。この監視は建設開始前から廃止措置まで継続しなければならない。

本「安全要件」出版物において考慮され、施設の許認可及び安全運転に関連する

全ての危険性及び状態を監視しなければならない。 

21 



 

6. 品質保証 10 
 
6.1 原子炉等施設に対する立地評価活動の種々の段階において行われる、立地地点の

調査及び評価並びに工学的活動の実施の有効性を管理するために、適切な品質保

証計画を策定しなければならない。 
 
6.2 本品質保証計画では、要求される作業の質が達成されることを確実にするために、

組織、計画、作業管理、職員の資格認定と訓練、活動の検証と文書化を包含しな

ければならない。 
 
6.3 この品質保証計画は、原子炉等施設に対する品質保証の全体計画の一部である。

しかしながら、通常、立地地点調査の活動は原子力プロジェクトの策定よりもか

なり以前に行われるので、原子炉等施設に対する立地評価活動の実施において申

請と整合の取れた最も早い可能な段階で本品質保証計画を策定すべきである。 
 
6.4 立地地点調査の活動の結果は、全ての現地調査、実験室での試験及び地盤工学上

の解析と評価の結果を文書化した報告書に盛り込むべきである。 
 
6.5 独立した審査ができるよう、調査研究の結果は十分詳細に文書化しなければなら

ない。 
 
6.6 安全に影響、あるいは立地地点に対する設計根拠のためのパラメータの導出に影

響を及ぼし得る全ての活動に対して、品質保証計画を実施しなければならない。

この品質保証計画は、検討中の個々の立地活動の安全に対する重要度に従って等

級分けすることができる。 
 
6.7 立地地点関連のパラメータと評価を定める過程には、広範な経験と知識を必要と

する技術的かつ工学的な解析と判断が含まれる。多くの場合、それらのパラメー

タと解析は、検査と試験、あるいは正確に定義しかつ管理できる他の技法によっ

て直接検証するのに役立たないこともある。これらの評価は、作業を行った人々

以外の個人やグループにより検討と検証を受けなければならない（例えば、ピア

レビュー）。 
 

10 参考資料[9]参照。 
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6.8 地盤工学上の工学的判断と専門的知識の重要性に従って、経験の反映は重要な側

面である。液状化の可能性、斜面の安定性及び地盤と埋設された構造物の一般的

な安全性のような項目の評価に対して、類似の状況における破損経験の反映から

の情報は、同様な破損が起こらないという証拠を提供できるようにするために文

書化し分析しなければならない。 
 
6.9 原子炉等施設に対する立地評価のための活動において実施される作業について、

記録を保持しなければならない。 
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用語集 
 

設計基準外部事象 施設の全て又はある部分の設計基準において考慮する外部事象又

は外部事象の組合せ。 
 

外部事象 施設又は活動の安全に影響を与えるような施設の運転又は活動とは直接関

係しない事象。 
 

外部領域 提案された立地地点の区域を直接的に取り巻く区域で、この区域内の人口分

布及び人口密度、並びに土地と水の利用が、緊急時対策の実施可能性に与える影

響に関し考慮されている区域。 

 

立地地点の区域 承認された施設を含む地理上の区域で、この区域内の承認された施設

の管理者が緊急時の活動を直接に発動する可能性がある区域。 

 

敷地内の従業員 承認された施設の立地地点の区域内で常勤又は非常勤で働く全ての

人。 

 

立地 関連する設計根拠の適切な評価と定義を含む、施設に適する立地地点の選定の手

順。 
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